	金型製造業


円高や震災後の電力問題などを要因として生産の海外移転が進み、国内市場は縮小傾向にある。国内のみで事業を展開する企業では、大幅な需要の落ち込みに直面し、リストラなどのコスト削減策に取り組む企業も見られる。一方、これまで海外市場への参入はごく一部の企業に限られていたが、海外市場を視野に入れた取組も増えている。新興国企業との価格競争や原材料価格の上昇など、既存の金型事業における収益性は厳しい状況が続いている。
今後の見通しが不透明な中、多くの事業者は研究開発や設備、人材育成などの投資に躊躇している。しかし、一部の事業者では、現状を打開するため、リスクを負担しつつ、新技術の開発や金型製作以外の事業など高い収益性が期待できる新事業に取り組んでいる。
業界の概要
金型とは、金属、プラスチック、ガラスなどの素材を加熱、加圧し、同一形状の工業部品や製品を大量に成形加工するために利用される金属製の型の総称である。主な用途は、加工する素材や加工方法に応じて、プレス用、プラスチック用、鍛造用、ダイカスト用、ゴム用、ガラス用、粉末冶金用に大別され、プレス用とプラスチック用で生産額全体の７割を占めている（経済産業省『工業統計表（品目編）』従業員４人以上）。

金型は、成形する部品・製品の仕様に基づき設計・製作されるため、海外では部品・製品の生産者による内製が一般的であるが、系列取引による分業体制が根強い日本では、金型専業者による生産割合が高いという特徴がある。
近年は円高等により生産の海外移転が進む一方で、韓国や台湾、中国などの新興国の金型工業が低価格を売りにシェアを伸ばすなど、グローバルな競争環境は厳しさを増している。こうしたなか、プレス用金型の日本のトップ企業がタイ企業に買収され、その後、政府主導により２番手、３番手の事業者同士が企業統合するなど、業界構造は大きく変貌している。
大阪の地位
専業者が多い我が国の金型工業では、取引先との密接な関係を重視する傾向にあるため、大口ユーザーである家電、自動車メーカーが多数立地する大都市圏に集積が形成されてきた。大阪府は愛知県、静岡県に並び、日本を代表する金型工業の集積地である。平成22年の大阪府の金型工業は、事業所数525、従業者数6,621人、製造品出荷額等857億円で、それぞれ全国の12.2%、8.6%、8.2%を占めている（大阪府統計課『平成22年大阪の工業』、経済産業省『平成22年工業統計表（産業編）』従業者4人以上）。
品目別では、全国と同様にプレス用とプラスチック用の割合が高いが、大阪はプラスチック用の割合が高いことが特徴である（経済産業省『平成22年工業統計表（品目編）』従業者4人以上）。
国内と国外で受注量の格差が拡大
国内の金型需要は、リーマンショック後に大きく落ち込んだが、その後、回復の兆しがみられていた。しかし進展する円高や震災後の電力不足などを契機に、大手企業における生産の海外移転が進んでいる分野では、国内需要は減少している。特に自動車や電気製品関連ではこうした傾向が強く、高精度、高品質、短納期などの要求水準の高いものを除き、多くの需要が海外に移っているとみられる。

また昨年は震災後の代替生産やタイの洪水による影響から特需が発生するとの見方もあったが、実際の受注に繋がることは少なかったようである。自動車用プレス金型メーカーでは、タイの洪水後、取引先から被害状況の確認が済み次第発注するので体制を整えるように依頼があったが、実際には水没した金型を再利用したため、新たな発注には繋がらなかった。むしろ取引先の新製品の企画の中止や延期が相次いで起こり、新規発注の機会が失われた。

一方、アジアなどの新興国を中心に海外では製品市場の拡大に伴い、金型需要も拡大していることから、海外に足場を持つ一部の金型事業者では、事業拡大の機会が増えている。しかしこうした海外市場でシェアを伸ばしているのは韓国や台湾、中国などの競合国の事業者であり、現地でも厳しい価格競争を強いられている。
受注単価の低下と原材料価格の上昇が収益を圧迫

経済産業省「機械統計」によると、21年に受注量、受注額とともに前年比で３割近く減少した。22年には、受注量は28.5％増と回復したが、受注額は0.3％減とさらに減少しており、各社が受注単価の低い仕事を受けている様子がうかがえる。下請的慣習が強い業界であることから、仕事が減少する中、新興国企業の価格水準をベースとした取引先からの値引き要請に応じる企業が多いことなどが要因と考えられる。
またタングステンなどの原材料価格が上昇しているが、販売価格に転嫁できている企業は少ない。

このように現状では仕事量を一定確保しつつも、受注単価の減少と原材料の調達価格の上昇により、収益性が悪化している事業者が増えていると考えられる。
雇用や設備投資は先送り
収益性が悪化するなか、今後の見通しも不透明であることから雇用や設備投資を控える事業所が多くみられた。雇用面では、従業員の４割を削減するなど大規模なリストラを実施する事業者もみられるなど厳しい状況にある。その一方で、同業者の廃業も増えていることもあり、これらの企業に勤務していた高い技能を持つ熟練者の獲得機会が増えている。このため新卒採用を控え、中途採用に切り替えている事業者もいた。

設備投資についても、投入資金の回収の目処が立たないため、投資に踏み切れない事業者が多くみられた。しかし、新興国企業との比較などにより年々厳しくなる取引先の要求に応じるには、最新設備の導入や技術開発の必要性が高くなっている。こうした認識を持つ一部の企業では、生き残りのために必須との考えから、設備や研究開発を継続的に実施しており、設備投資を実施できていない事業者との格差が今後拡大すると思われる。
事業者の新たな取組
国内市場の縮小と海外市場の拡大が進むなか、これまで国内のみで事業を展開してきた事業者においても、海外を視野に入れた取組が増えている。しかし業界には経営資源の乏しい小規模な事業者が多く、リスクの大きい拠点進出までを具体的に検討するケースは少ない。ヒアリングにおいても、技能者の出張で対応できる保守メンテナンスサービスや現地人材の育成指導など、比較的リスクの少ない方法による海外進出を試行する事業者が多くみられた。
一方、国内、海外の市場を問わず、既存の金型事業では価格競争が一層厳しくなり、収益性向上を目指すことは難しい。そのため収益性向上を目指した新事業に取り組む事業者が増えている。プラスチック用金型メーカーでは、製品の装飾材である繊維等と樹脂を一体成形する加飾技術を開発し、スマートフォンやゲーム機の樹脂ケースなどの用途で需要を広げつつある。またガラス用金型メーカーでは、装飾ガラスの世界的ブランドと提携し、ガラス装飾品用の金型技術を開発している。いずれも既存技術を応用した技術開発により付加価値の高い市場に参入する取組である。
また近年、金型工業では取引先の厳しい要請に応えるため、３DCAD/CAMによる設計や最新式のNC工作機械による生産など高精度高品質な設計・生産ノウハウを蓄積してきたが、こうしたノウハウそのものを商品として、設計から生産に至るまでの品質管理や合理化のノウハウをソフトウェア化し販売するコンテンツビジネスに参入する企業も現れている。
今後の見通し
小規模な専業者の多い日本の金型工業は、これまで長期継続的な系列取引と階層的分業体制のなかで、取引先の要望に応じ技術力を磨くことで需要を確保してきた。しかし取引先の生産拠点の海外移転などにより、こうした取引構造は大きな変換期を迎えており、この動きは今後も進展していくとみられている。こうした環境変化に対応するためには、海外を視野に入れた新た事業展開や、独自技術の開発によるニッチ市場の開拓、さらには金型制作以外の新事業の開発など、各社が自立的に事業開発や営業活動を積極的に行うことが必要と思われる。　　　　　　（越村　惣次郎）
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府県名 プレス用

プラス

チック用

その他 合計 対全国比

愛知 51,889 55,911 54,414 162,214 15.3

大阪 21,659 34,255 31,008 86,922 8.2

静岡 43,264 18,805 19,727 81,796 7.7

神奈川 40,411 23,893 13,158 77,462 7.3

岐阜 15,046 21,045 11,592 47,683 4.5

長野 17,443 16,667 11,517 45,627 4.3

埼玉 8,558 16,329 19,588 44,475 4.2

群馬 20,856 13,249 5,298 39,403 3.7

東京 4,802 17,037 12,825 34,664 3.3

新潟 8,387 18,349 7,174 33,910 3.2

兵庫 12,417 8,185 12,687 33,289 3.1

全国計 357,865 371,680 333,1851,062,730 100.0

資料:経済産業省『工業統計表（品目編）』従業者4人以上の事業所

主要府県別金型出荷額（平成22年）
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前年比 前年比

平成17年 833,468（▲2.3） 439,274（6.6）

　　18年 813,276（▲2.4） 487,955（11.1）

　　19年 748,219（▲8.0） 480,421（▲1.5）

　　20年 745,814（▲0.3） 448,298（▲6.7）

　　21年 547,205（▲26.6） 315,921（▲29.5）

　　22年 703,291（28.5） 314,851（▲0.3）

　　23年 733,858（4.3） 315,480（0.2）

資料:経済産業省『機械統計』



金型の受注数量と受注金額の推移（全国）
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